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１．モーダルシフトの背景
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キユーピーグループモーダルシフト推進協議会
（2015年～）

参加企業：
キユーピー（株） 、キユーピータマゴ（株）、（株）キユーソー流通システム
キユーソーティス（株）、（株）エスワイプロモーション
日本貨物鉄道（株）、全国通運（株）

【内容】

【目的】

荷主企業及び物流事業者の物流にかかわる関係者によって
構成される協議会により、ＣＯ２削減及び今後予想される
ドライバー不足に対応するためモーダルシフト推進を実施。

モーダルに関する定期的な情報共有
輸送量、取り組み、コンテナ製作、鉄道輸送の動向等

http://www.zentsu.co.jp/index.html
http://www.zentsu.co.jp/index.html


2．鉄道モーダルシフト取り組み事例①
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□トラック長距離輸送が困難
・ドライバー不足
・労働環境対応 など

□環境負荷軽減（SDGs）

□ラウンド輸送が可能

きっかけ・背景

http://www.zentsu.co.jp/index.html
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2．鉄道モーダルシフト取り組み事例①
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今回の取組み（物流フロー）

実施前

KRS鳥栖
佐賀県鳥栖市

福岡（タ）駅 東京（タ）駅

KRS鳥栖
佐賀県鳥栖市

KRS富士見
埼玉県富士見市

KRS東京SLC
東京都府中市

：積載
：空

※１ 別荷主にて輸送実施

※１

A

B

A：KRS東京SLC→KRS鳥栖
B：KRS鳥栖→KRS富士見

①

①

② ③ ④

⑤

http://www.zentsu.co.jp/index.html
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2．鉄道モーダルシフト取り組み事例①
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今回の取組み（物流フロー）

実施後

福岡（タ）駅東京（タ）駅
KRS鳥栖

佐賀県鳥栖市

KRS富士見
埼玉県富士見市

KRS東京SLC
東京都府中市

：積載
：空

C：KRS東京SLC→KRS鳥栖→KRS富士見

C

①

②

③ ④

⑤⑥

⑦

⑧

http://www.zentsu.co.jp/index.html
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2．鉄道モーダルシフト取り組み事例①
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取組み効果

CO2削減効果

検証項目 結果

削減率 68%

実車率（※往復分） 96.3％

ドライバー稼働時間
削減時間：1608時間/年

削減率 85.9%

※実車率以外は、モーダルシフト後の
KRS東京SLCからKRS鳥栖の効果

・ドライバー不足、労働環境対応などを解消し輸送の安定化
・KRS鳥栖を配達集荷に変更し倉庫側、通運側の効率アップ

http://www.zentsu.co.jp/index.html
http://www.zentsu.co.jp/index.html


３．鉄道モーダルシフト取り組み事例②
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□トラック長距離輸送が困難
・ドライバー不足
・労働環境対応 など

□環境負荷軽減（SDGs）

■BCP対策

□マッチングによるラウンド輸送が可能

きっかけ・背景

http://www.zentsu.co.jp/index.html
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３．鉄道モーダルシフト取り組み事例②
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今回の取組み（物流フロー）

実施前

東京（タ）駅 福岡（タ）駅

湘南物流
埼玉県さいたま市

KRS基山
佐賀県三養基郡

伊藤ハム米久HD SP
佐賀県鳥栖市

伊藤ハム米久HD社

KRS東京SLC
東京都府中市

キユーピーグループ社D

D：KRS東京SLC→KRS基山
E：伊藤ハム米久HD SP→湘南物流

：積載
：空

E

①

② ③ ④

⑤⑥

①

http://www.zentsu.co.jp/index.html
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⑩

３．鉄道モーダルシフト取り組み事例②
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今回の取組み（物流フロー）

実施後

東京（タ）駅

福岡（タ）駅

湘南物流
埼玉県さいたま市

KRS基山
佐賀県三養基郡

伊藤ハム米久HD SP
佐賀県鳥栖市

KRS東京SLC
東京都府中市

キユーピーグループ社

越谷（タ）駅

F

F：KRS東京SLC→KRS基山 ↓あ
：積載
：空

伊藤ハム米久HD SP→湘南物流

①

②

③
④

⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

伊藤ハム米久HD社

http://www.zentsu.co.jp/index.html
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３．鉄道モーダルシフト取り組み事例②
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取組み効果

CO2削減効果

検証項目 結果

削減率 81%

実車率（※往復分） 97.2％

ドライバー稼働時間
削減時間：1,110時間/年

削減率 89%

※実車率以外は、モーダルシフト後の伊藤ハム米久HD社の効果

キユーピーグループ社：帰り荷の積載により空回送が大幅に減少
伊藤ハム米久HD社：BCP対策としての鉄道輸送で輸送の安定化

http://www.zentsu.co.jp/index.html
http://www.zentsu.co.jp/index.html


４．鉄道モーダルシフト取り組みのポイント
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□制約条件の緩和のご相談
・曜日及び時間など
・積載量など

□情報収集
・倉庫側、鉄道側、通運側の状況など
・輸送案件の把握など

□公平な立場に伴う判断
・関係各所との中立的な立場による適正の見極めなど

□効率的な運用のご提案
・労働力及び輸送力のムダを省くなど
・マッチング輸送によるコンテナの共用など

実現のポイント

http://www.zentsu.co.jp/index.html
http://www.zentsu.co.jp/index.html
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ご清聴ありがとうございました。

労働力及び輸送力の効率的なご提案で

社会や環境に優しい

モーダルシフトの取組みを進めて参ります。

http://www.zentsu.co.jp/index.html
http://www.zentsu.co.jp/index.html


 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

国土交通省 関東運輸局

交通政策部 環境・物流課

令和２年２月

物流総合効率化法について

物流環境対策委員会資料



物流総合効率化法の概要①

○ 京都議定書（平成１７年２月発効）により運輸部門におけるCO2排出量削減が急務と

なったこと等を踏まえ、平成１７年１０月１日に、物流総合効率化法（物効法）が施行。

○ 物流分野における労働力不足や多頻度小口輸送の進展等に対応するため、平成２８年

１０月１日に物効法が 改正 。

【流通業務総合効率化事業の要件】

• ２以上の者（法人格が別の者）が連携すること。

• 流通業務（輸送、保管、荷さばき及び流通加工）を一体的に実施すること。

• 輸送網の集約、モーダルシフト、配送の共同化等の輸送の合理化により流通業務を効率

化すること。

• 物資の流通に伴う環境への負荷の低減に資するとともに、流通業務の省力化を伴うもの

であること。

【特定流通業務施設の要件】

• 一定規模の流通業務施設（トラックターミナル、卸売市場、倉庫又は上屋）であって、

高速自動車国道のIC等の物資の流通の結節点となるインフラ等の近傍に立地し、トラッ

ク予約受付システム等の設備を有するもの。
（青字が主な変更点）

物効法の概要

１



関東運輸局管内では、平成31年３月末までにモーダルシフト20件、共同輸配送3件、輸送網集約事業2４件、その他1件の
計4８件の計画が認定されています。

◆流通業務総合効率化事業のイメージ（一例）◆
輸配送の共同化

納
品
先

低積載率による個別納品

納
品
先

計画

高積載率な一括納品

工場

工場

モーダルシフト

納品先

長距離トラック輸送

納品先

計画

工場

工場

鉄道・船舶を活用した
大量輸送

納品先

荷捌き用上屋

流通加工場

従来型倉庫

計画

納品先

特定流通
業務施設

作業区 分 社 名 バー ス 状態

出荷 A社 B 作業 中

出荷 B社 A 作業 中

入荷 C社 A 受付 済

・・・

トラック予約受付システム

効率化・集約化された輸送網

非効率・分散した輸送網

工場

輸入

輸送網の集約

・我が国産業の国際競争力の強化
・消費者の需要の高度化・多様化に伴う
貨物の小口化・多頻度化等への対応
・環境負荷の低減
・流通業務に必要な労働力の確保

二以上の者が連携して、流通業務の総合化（輸送、保管、荷さばき及び流
通加工を一体的に行うこと。）及び効率化（輸送の合理化）を図る事業で
あって、環境負荷の低減及び省力化に資するもの（流通業務総合効率化事
業）を認定し、認定された事業に対して支援を行う。

目 的 概 要

支援措置

総合効率化計画認定件数

物流総合効率化法の概要②

① 事業の立ち上げ・実施の促進
・計画策定経費・運行経費の補助
・事業開始に当たっての、倉庫業、貨物自動車運送事業等の許
可等のみなし
② 必要な施設・設備等への支援
・輸送連携型倉庫への税制特例
→法人税：割増償却１０％（５年間）
→固定資産税：課税標準 １／２（５年間）等
・旅客鉄道を活用した貨物輸送への
税制特例（貨物用車両・搬送装置）
→固定資産税：課税標準２／３（５年間）等
・施設の立地規制に関する配慮
→市街化調整区域の開発許可に係る配慮
③ 中小企業者等に対する支援
・信用保険制度の限度額の拡充
・長期無利子貸付制度 等

２



認定を受けるためには

以下の要件を全て満たした計画を策定することにより、物効法の認定を受けることができます。

○ 立地要件

高速自動車国道のインターチェンジ等社会資本から5kmの区域内に立地

○ 規模要件

一定の規模の倉庫

○ 構造要件

主要構造部（柱・はり）が鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨造

倉庫業法の施設設備基準に適合した倉庫

○ 設備要件・災害要件

トラックドライバーの荷待ち時間の削減や庫内作業の効率化を図るための設備

荷崩れ防止対策装置、非常用データ保存システムを設置

○ 実施主体要件

「流通業務に関係する者」による「２以上の者の連携」

○ 総合化・効率化要件

流通業務の総合化：輸送・保管・荷さばき・流通加工を一体的に実施

流通業務の効率化：輸送網集約、モーダルシフト、共同輸配送等の効率化を実施

○ 環境負荷低減要件

特定流通業務施設を中心とした物流フローにおける「CO2排出量削減目標」を設定

○ 省力化要件

特定流通業務施設におけるトラックドライバーの「荷待ち時間削減目標」を設定

３



認定を受けるメリット

４



１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

①普通償却の場合の減価償却額 99,000 99,000 99,000 99,000 99,000 

②①に対する税額 22,968 22,968 22,968 22,968 22,968 

③割増償却の場合の減価償却額 108,900 108,900 108,900 108,900 108,900 

④③に対する税額 25,265 25,265 25,265 25,265 25,265 

⑤減税効果（④-②） 2,297 2,297 2,297 2,297 2,297 

（単位：千円）

【認定メリットの紹介】税制特例措置（割増償却制度）国税（法人税・所得税）

割増償却制度について

減価償却費

その他費用

その他費用

減価償却費

割増償却増加分

（収 入） （費 用）

損

金

益

金

課税所得 課税所得

損
金
に
算
入
さ
れ
る
額

割増償却制度のイメージ

• ５年間に限り、普通償却額に割増率を乗じて計算した額を加えて償却を認める制度
• 費用の前倒しによる課税の繰延効果

減税効果の試算

（減税額の試算の条件）
• 倉庫種類：普通倉庫（耐用年数21年、定額法（償却率0.033））
• 取得価額：3,000百万円、法人税率：23.2%

１年で約2百万円、５年間で約11百万円の減税効果

特定流通業務施設（建設・取得）

新設･増設倉庫証明申請書の申請

倉庫業の登録

認定を受けた
運輸局等

税務署事業年度の青色申告・中間申告等の際に
「新設・増設倉庫証明書」を添付して申告

証明書の発行

税制特措置の申告の流れ

１．特例措置の対象
• 物流総合効率化法に基づく総合効率化計画の認定を受けた者

が、同計画に基づき取得した事業用資産（特定流通業務施設）

• 倉庫の竣工（※稼働日ではない）までに物流総合効率化法の
認定を受ける必要

２．措置の内容
• 特定流通業務施設に対する各事業年度（5年間）の償却限度額

を、普通償却限度額に10%割増することを認める

（費用（割増償却後）

５



【認定メリットの紹介】税制特例措置（課税標準の特例）地方税（固定資産税・都市計画税）

課税標準の特例措置について

• ５年間に限り、特定流通業務施設の固定資産税、都市計画税を減額する制度
• 減税による建設当初のコスト軽減効果

減税効果の試算

（減税額の試算の条件）

• 倉庫種類：普通倉庫

• 取得価額：3,000百万円

（評価額：建物1,700百万円、税対象設備7百万円）

• 税率：固定資産税：1.4%、都市計画税：0.3%

国税と地方税の特例措置により、
合計で１年間で約16百万円、５年間で約80百万円の減税効果

特定流通業務施設（建設・取得）

新設･増設倉庫証明申請書の申請

倉庫業の登録

認定を受けた
運輸局等

最寄りの
税務事務所

倉庫を取得（事業の用に供する）した
翌年の１月31日までに申告

証明書の発行

税制特措置の申告の流れ

１．特例措置の対象
• 物流総合効率化法に基づく総合効率化計画の認定を受けた者が、

同計画に基づき取得した事業用資産（特定流通業務施設）
• 倉庫の竣工（※稼働日ではない）までに認定を受ける必要

２．措置の内容
(1) 倉庫

• 固定資産税・都市計画税の課税標準を1/2（5年間）
(2) 附属機械設備(到着時刻表示装置、特定搬出用自動運搬装置※)

• 固定資産税の課税標準を3/4（5年間）
※ 特定搬出用自動運搬装置は貯蔵槽倉庫のみ

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

建物評価額 1,700,000 1,700,000 1,700,000 1,530,000 1,530,000

建物減税額 14,450 14,450 14,450 13,005 13,005

税対象設備評価額 7,000 5,600 4,200 2,800 1,400

設備減税額 25 20 15 10 5 

減税額合計 14,475 14,470 14,465 13,015 13,010 

（単位：千円）

１年で約14百万円、５年間で約69百万円の減税効果

６



【認定メリットの紹介】開発許可の配慮

○ 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（抄）
（都市計画法等による処分についての配慮）
第２１条 国の行政機関の長又は都道府県知事は、特定認定総合効率化事業の実施のため都市計画法 （昭

和４３年法律第１００号）その他の法律の規定による許可その他の処分を求められたときは、当該特定認
定総合効率化事業の用に供する特定流通業務施設の整備が円滑に行われるよう適切な配慮をするものとす
る。

○ 開発許可制度運用指針（地方自治法に基づく技術的助言）

開発審査会の議を経て、通常原則として許可して差し支えないものとして以下を例示
・ 分家住宅
・ 収用対象事業に係る移転
・ 大規模既存集落内の住宅、小規模工場等
・ 特定流通業務施設
・ 社会福祉施設、有料老人ホーム等
・ 医療施設 等

制度運用に関する国の基本的な考え方を示す「技術的助言」を踏まえ、都道府県等が地域の
実情に応じ、適切に運用

特定流通業務施設に該当するものであって、

• 貨物自動車運送事業法第２条第２項に規定する一般貨物自動車運送

事業のうち同条第６項の特別積合せ貨物運送に該当しないものの用

に供される施設

• 倉庫業法第２条第２項に規定する倉庫業の用に供する同条第１項に

規定する倉庫

であること 等について例示

○ 「開発許可の配慮」について

• 開発行為を行う場合は、都道府県知事等の許可が原則として必要（都市計画法第２９条。開発許可）。
• 開発許可を受けるためには、技術基準及び立地基準（市街化調整区域のみ）を満たす必要がある。立地基

準に明示されていない施設は、開発審査会において立地が認められる必要がある（都市計画法第３４条第１４号）。
• 国土交通省は、都市計画法第３４条第１４号の運用について、物流総合効率化法第21条を踏まえ、「開

発許可制度運用指針（地方自治法に基づく技術的助言）」において、市街化調整区域で、通常原則として
許可して差し支えないものとして、「特定流通業務施設」を例示している。

• 自治事務であるため、都道府県知事等は、上記指針を踏まえて、各々にて判断している。
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【参考】物流総合効率化法の認定要件

規模要件(必須)：床面積 3,000㎡以上（多階建 6,000㎡以上）

設備要件(必須)：

防災要件（必須・選択）：

設備要件（選択）：

立地要件(必須)：高速自動車国道のＩＣ等、港湾、空港、鉄道貨物駅、工業団地等の周辺５㎞以内に立地

普通倉庫

高規格バース 大型車対応荷さばき・転回場
エレベーター

（多階建のみ）流通加工設備
データ交換システム
貨物保管場所管理システム

※イメージ

倉庫業者とトラック事業者
との連携を強化

倉庫の入出庫作業に
合わせた配車により
荷待ち解消

施設の敷地内に営業所と
車庫を設置するため、空
車回送が解消

トラック事業の営業所及び車庫設置到着時刻表示装置（トラック予約受付システム）

税制特例（国税）を利用する
ためには、到着時刻表示装
置（トラック予約受付システ
ム）を選択することが必要。

税制特例を利用するためには、高速自動車国道のIC等の
周辺5km以内又は臨港地区に倉庫が立地することが必要。

※ランプウェイ構造でも可

保管場所免振
装置

保管棚制振装置 保管棚固定装置 貨物落下防止装置 パレット連結装置 パレット連結装置

【必須】非常用データ保存システム 【選択】荷崩れ防止装置

非常用デー
タ保存機能

非常用通信
機能

非常用電源
機能
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【参考】物流総合効率化法の認定要件

規模要件(必須)：容積 6,000㎥以上）

設備要件(必須)：

防災要件（必須・選択）：

設備要件（選択）：

立地要件(必須)：高速自動車国道のＩＣ等、港湾、空港、鉄道貨物駅、工業団地等の周辺５㎞以内に立地

冷蔵倉庫

高規格バース 大型車対応荷さばき・転回場 流通加工設備
データ交換システム
貨物保管場所管理システム

※イメージ

倉庫業者とトラック事業者
との連携を強化

倉庫の入出庫作業に
合わせた配車により
荷待ち解消

施設の敷地内に営業所と
車庫を設置するため、空
車回送が解消

トラック事業の営業所及び車庫設置到着時刻表示装置（トラック予約受付システム）

税制特例（国税）を利用する
ためには、到着時刻表示装
置（トラック予約受付システ
ム）を選択することが必要。

税制特例を利用するためには、高速自動車国道のIC等の
周辺5km以内又は臨港地区に倉庫が立地することが必要。

保管場所免振
装置

保管棚制振装置 保管棚固定装置 貨物落下防止装置 パレット連結装置 パレット連結装置

【必須】非常用データ保存システム 【選択】荷崩れ防止装置

非常用デー
タ保存機能

非常用通信
機能

非常用電源
機能

強制送風式冷蔵装置
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【参考】「トラック予約受付システム」の要件

トラック側 物流施設側

① 提示された複数の予約可能時
間枠から到着時刻を選択して
予約

③ 予約時間に合わせて物流施設
で受付

⑤ 積卸作業完了後、出発

② システム上予約内容が反映

④ 作業者は庫内に設置された
ディスプレイ等で予約状況等
を確認しながら作業

【トラック事業者側】

物流施設の前での積卸の順番待ち

（手待ち）が解消

⇒  トラックの稼働率上昇

⇒  ドライバー労働環境の改善

【倉庫業者側】

トラックの到着時刻に合わせた庫内

作業計画や人員配置の調整が可能

⇒ 倉庫内の作業効率改善

⇒ 良好な周辺環境確保

作業枠 Aバース Bバース

7:00~8:00 予約なし A社

8:00~9:00 B社 予約なし

9:00~10:00 C社 予約なし

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

トラック予約受付システムとは？
⇒ トラックドライバー等が、倉庫への到着時刻を

スマートフォン等の携帯端末から事前に予約することができるシステム

物流総合効率化法における「トラック予約受付システム」の要件
① 特定流通業務施設における貨物の搬入及び搬出の状況に係る情報並びに当該情報を利用して貨物自動車運送事業者から提

供された当該特定流通業務施設に到着する予定時刻に係る情報を管理するシステムであること

② トラック事業者又はトラック運転手等が、トラックの特定流通業務施設への到着予定時刻を、電子的な方法により事前に

予約することができるシステムであること

③ 到着予定時刻に係る情報について、到着時刻表示装置を通じて施設内に表示するシステムであること

④ 到着予定時刻に係る情報を表示する装置については、映像面の最大径が38cm（15インチ）以上の表示器又は特定流通

業務施設内の作業に従事する者の携帯用の表示器を有すること

⑤ 日常的に当該施設に出入りする主要なトラック会社が利用するものであること

導入のメリット

※ トラックの待機時間（手待ち時間）の実績を計測する仕組みを構築することが必要。

税制特例(国税・地方税)

開発許可の配慮

利用可能な特例措置
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「トラック予約受付システム」による効率化の事例（イメージ）

②11:00 予約

待ち時間が減り、効率化

予約システム導入前

予約システム導入後

6:00

7:00

8:00

9:00

10:00

11:00

12:00

13:00

14:00

6:00

6:50

7:40

8:30

9:20

10:10

11:00

１台当たり平均待機時間：83分
倉庫の１時間当たり取扱貨物数：659個

１台当たり平均待機時間：24分（約70%削減）
倉庫の１時間当たり取扱貨物数：833個（約20%増加）

（受付順） 1       2 3        4 5         6         7・・・

• 受付順で処理されるため、多くは受付開
始と同時に車両が集中

• ８割超の車両が待機時間１時間超え

（受付順） 1           2 3          4

予約対応の場合、到着車両
が分散化され、待機時間1
時間超の車両の待機時間が
１時間以内に収まった。

庫内作業の効率化
トラックの到着予定時刻を事前予約することにより、
倉庫側で事前準備ができ、効率的な荷役作業を実現。

延べ作業人数 １人取扱量

7月 561人 659ケース/時

8月 498人 551ケース/時

延べ作業人数 １人取扱量

7月 379人 833ケース/時 26%増

8月 371人 917ケース/時 66%増

①10:00 予約

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

インターネット

順番待ちによる渋滞・
待ち時間が発生

庫内作業の生産性の向上

早く到着した順番で荷役するの
で、事前に貨物を降ろす順番が
分からない・・

早く並んで早い順番を取りたい・・

列が長くなるかもしれないから、
間に合わないかもしれない・・

トラックの予約時間
に合わせて荷役の準
備をしておこう

10時に着けば
いいんだ！

予約の11時まで
別の作業をしよう
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物流総合効率化法における計画認定状況（関東運輸局管内）

改正物流総合効率化法施行後、平成28年10月～平成31年3月の間で、「４８件」を認定

注）１認定で複数の類別にカウントしているため認定件数とは相違

類型別 連携状況

実施事業者数の総計は、「167事業者」。
1件あたりの連携事業者数は、平均で2.3事業者、最多で
18事業者。

認
定
件
数

連携事業者数

CO2削減（10％単位）

1件あたり平均で42％、最多で100 ％

運転時間省力化（10％単位） 手待ち時間削減（10％単位）

1件あたり平均で69％、最多で
93 ％

1件あたり平均で70％、最多で97 ％

0 0 0 2 0 3

10

7

2 1
0
2
4
6
8

10
12 25事業者

26
20

4 1

輸送網の集約

モーダルシフト

共同配送

その他

0
5

10
15
20

2 3 4 5 6 8 18

16 17

8
4

1 1 1

6 6
5

6

3

6

8

3 2 1
0

2

4

6

8

10 46事業者 21事業者
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認定までの基本的な流れ
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【事業概要】 東京団地冷蔵再整備事業に伴う輸送網集約事業

・保管施設の集約により、構内での各棟間の横持ち輸送を削減し、CO2排出量を削減（90％）。
・トラック予約受付システムや共用トラクタの導入により入庫業務の効率化を図り、手待ち時間を削減（40％）。

東京団地冷蔵は、共同事業者17社と連携し、９棟に分散していた施設を２棟へ集約、構内の車両導線の整
理、大型車両や海上コンテナに対応したトラックヤードの整備等により、出庫業務及びコンテナ入庫業務の
改善を行うことで、施設内における環境負荷の低減及び省力化を図り、平成30年３月より業務開始予定。
国土交通省は、平成29年12月25日付けで改正物流総合効率化法の規定により総合効率化計画として認
定。

○老朽化した倉庫の建替えに伴い、トラック予約受付システムを導入する取組み （東京都大田区）

現

行

認
定
計
画

（問題点）
・入退構口の集中による渋滞発生
・複数棟への分散保管による、トラックの構内巡回に伴う構内走行距離の長期化等

（問題点）
・入退構口の集中による渋滞発生
・複数棟への分散保管による、トラックの構内巡回に伴う構内走行距離の長期化等

（改善点）
・入退構口の分散による渋滞の抑制
・テナント保管場所の集約・再配置による、車両導線の整理に伴う構内走行距離の短縮化
・｢コンテナ搬入用トラクタ｣と｢構内輸送用共用トラクタ｣を分けて使用し、搬入車両の構内滞留時間を最小限に抑制
・｢入庫コンテナ共同管理システム(トラック予約受付システム)｣を導入し、コンテナ入庫に係る荷待ち時間を削減

（改善点）
・入退構口の分散による渋滞の抑制
・テナント保管場所の集約・再配置による、車両導線の整理に伴う構内走行距離の短縮化
・｢コンテナ搬入用トラクタ｣と｢構内輸送用共用トラクタ｣を分けて使用し、搬入車両の構内滞留時間を最小限に抑制
・｢入庫コンテナ共同管理システム(トラック予約受付システム)｣を導入し、コンテナ入庫に係る荷待ち時間を削減

＜実施事業者＞

○施設整備：
東京団地冷蔵(株)

○保管・荷捌き・流通加工：
五十嵐冷蔵(株)
松岡冷蔵(株)
山手冷蔵(株)
日水物流(株)
(株)ニチレイ・ロジスティクス関東
(株)マルハニチロ物流
東洋水産(株)
(株)ベニレイ・ロジスティクス
東京豊海冷蔵(株)
兼松新東亜食品(株) 
東京定温冷蔵(株)
アルフア冷蔵(株)
(株)協冷

○輸送：
(株)二葉
(株)ユニエツクス
大東港運(株)
(株)ナカムラロジスティクス

共用
トラクタ

ﾄﾗｯｸ予約受付ｼｽﾃﾑ
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認定申請手続のご相談について

運輸局等名 担当課名 電話番号

神戸運輸監理部 総務企画部物流施設対策官 078-321-3145

中国運輸局 交通政策部環境・物流課 082-228-3496

四国運輸局 交通政策部環境・物流課 087-802-6726

九州運輸局 交通政策部環境・物流課 092-472-3154

沖縄総合事務局 運輸部総務運航課 098-866-1836

国土交通省
（本省）

総合政策局
参事官（物流産業）室

03-5253-8298

運輸局等名 担当課名 電話番号

北海道運輸局 交通政策部環境・物流課 011-290-2726

東北運輸局 交通政策部環境・物流課 022-791-7508

北陸信越運輸局 交通政策部環境・物流課 025-285-9152

関東運輸局 交通政策部環境・物流課 045-211-7210

中部運輸局 交通政策部環境・物流課 052-952-8007

近畿運輸局 交通政策部環境・物流課 06-6949-6410

認定申請のご相談・申請について

相談・申請窓口一覧

詳しくはＷＥＢで！いますぐアクセス！！
（国土交通省ウェブサイト（物効法ページ））

http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/butsuryu05300.html
物効法 検索

• 物流総合効率化法の認定申請は、特定流通業務施設の所在地を管轄する地方運輸局に申請
することになります。倉庫の新設・増設のご予定がありましたら、該当する地方運輸局ま
でご相談ください。

• 認定申請の関係情報は、国土交通省のウェブサイトに掲載しております。認定申請の詳細
を説明した解説資料（認定申請の手引き）、申請書や添付書類の計算様式等を掲載してお
りますので、ご活用ください。
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